
 

平成２５年度 男女共同参画に関する意識調査結果 

《概要版》 
○ 調査目的 

男女共同参画社会の実現に向け、市民の男女共同参画に関する意識や実態を把握し、今後の施策に反映さ

せることを目的に意識調査を実施したもの。 

 

○ 調査内容 

１．男女共同参画に関する「言葉」について 

２．家庭生活について 

３．職業について 

４．男女の人権について    

５．男女共同参画について  

 

○ 調査期間   平成２６年１月３１日～２月１４日 

○ 調査対象   帯広市に住所を有する２０歳以上の男女 

〇 対象者の抽出 地区別・男女別・年齢階層別に２，０００人を無作為抽出 

○ 調査方法   メール便による調査票の発送、郵便回収 

 

回答の状況 

○ 回収結果   有効発送件数 １，９８８件 回収数 ７４３件 回収率 ３７．４％ 

                                                             (※前回調査は、平成２０年度３４．８％) 

回答者の属性 

(1)男女別回答数                   (2)年齢別回答数 

  回答数 比   率 

男 性 ３３２ ４４．７％ 

女 性 ４０９ ５５．０％ 

無回答   ２  ０．３％ 

 

 

 

 

(3)既婚・未婚別回答数               (4)家庭形態別回答数（既婚者のみ） 

 

 

 

 

 

 

 

 回答数 比   率 

２０～２９歳  ５６  ７．５％ 

３０～３９歳  ９２ １２．４％ 

４０～４９歳 １０３ １３．９％ 

５０～５９歳 １４２ １９．１％ 

６０～６９歳 １６８ ２２．６％ 

７０歳以上 １８２ ２４．５％ 

 回答数 比   率 

未婚  ９５ １２．８％ 

既婚 ５５３ ７４．４％ 

離別または死別  ８８ １１．８％ 

無回答   ７  ０．９％ 

 回答数 比   率 

共働き ２２４ ４０．５％ 

共働きでない ２６５ ４７．９％ 

その他  ２５ ４．５％ 

無回答  ３９ ７．１％ 



調査結果について       （※「前回調査」は平成２０年度実施） 

 

１．男女共同参画に関する言葉について 

（1）見たり聞いたりしたことのある言葉について（複数回答）              

 

男女共同参画の普及・浸透状況の目安とし

て、「言葉」の認識度合について、質問した。 

 

今回から新たに質問項目に加えた「ＤＶ」

については 93.5％で、すでに広く普及した言

葉となっていることが分かる。 

 

今回調査で、「男女共同参画社会」については 58.7%、「ワーク・ライフ・バランス」については 32.3%

となり、前回よりそれぞれ 15.4 ポイント、10.2 ポイント増加しており、順調な浸透が図られてきてい

る。 

しかし、男女雇用機会均等法等に定められている重要措置である「ポジティブ・アクション（積極的

改善措置）」は前回調査より 6.0 ポイント増加しているものの、19.9％と浸透状況は低い。 

 

２．家庭生活について 

（1）「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」という考え方について  

  

固定的な性別役割分担意識を表す代表的な

例である「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」

という考え方について質問した。 

 

 前回調査では、男性は「賛成」（48.7%）が「反

対」（42.7%）を上回っていたが、今回は「賛成」（43.9%）が「反対」（46.4%）を下回った。女性も「賛

成」が前回より 3.7 ポイント減少しており、固定的な性別役割分担意識については、緩やかではあるが

解消に向けた変化が見られる。 

 

 年齢別比較では、全体として高齢の世代になるほど「賛成」が多くを占める傾向にある。しかし 20

歳代については、明確に『賛成』と答えた割合が 12.5%で、他の世代と比較して特徴的に多い。（30 歳

代 2.2%、40 歳代 2.9%、50 歳代 2.8%） 

 

（2）仕事・家庭生活等の優先度について（希望と現実）  

 

生活の中での「仕事」、「家庭生活」、「地域や個人の生活」に対する各優先度について、希望と現実に

分けて質問した。 

希望としては、男女共に「仕事と家庭生活をともに優先」が最も多いが（男性 41.9%、女性 35.7%）、

「現実」の優先度では、男性は「仕事を優先」（35.5%）、女性は「家庭を優先」（29.8%）がそれぞれ最

も多い結果になっている。 

【問１】言葉の認識（抜粋） （％、ﾎﾟｲﾝﾄ）

前回調査 今回調査 増減
ＤＶ ーーー 93.5 ーーー
育児介護休業法 75.2 75.2 0.0
男女共同参画社会 43.3 58.7 15.4
ワーク・ライフ・バランス 22.1 32.3 10.2
ジェンダー 27.7 28.4 0.7
ポジティブ・アクション 13.9 19.9 6.0

【問２】「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」という考え方（抜粋）

　男性 　女性 　男性 　女性 　男性 　女性
賛成 48.7 37.0 43.9 33.3 △4.8 △3.7
反対 42.7 55.8 46.4 54.2 3.7 △1.6

今回調査（％）前回調査（％） 増減（ﾎﾟｲﾝﾄ）
区　分

「賛成」～『賛成』と『どちらかといえば賛成』の計
「反対」～『反対』と『どちらかといえば反対』の計



【問５】「仕事」と「家庭生活」をともに優先を希望した人の現実の優先度（抜粋）　　　（％）

「仕事」と「家庭生
活」をともに優先

「仕事」を優先 「家庭生活」を優先
「家庭生活」と「地
域・個人の生活」を

ともに優先

全体 39.5% 33.2% 14.3% 5.2%

男性 41.0% 38.1% 10.8% 3.6%

女性 37.7% 28.8% 17.8% 6.8%

 さらに「仕事と家庭生活をともに優先」

を希望した人を抽出し、現実の優先度を

比較したところ（右表）、男性の 38.1%、

女性の 28.8%が「仕事」優先になってお

り、男性の 10.8%、女性の 17.8%が「家

庭生活」優先になっている。 

現実には「仕事」と「家庭生活」等との両立は、難しい状況にあると考えられる。 

 

３．職業について 

（1）女性が職業を持つことに関する考え方について  

 

女性が職業を持つことに関する

考え方について質問したところ、

男女ともに、「子どもができたら職

業をやめ、大きくなったら再び職

業をもつ方がよい」が最も多く（男

性 43.4%、女性 39.1%）、次いで「子どもができても、ずっと職業を続ける方がよい」（男性 34.6%、女

性 33.0%）となっている。また、過去からの調査結果の推移を見ると「子どもができても、ずっと職業

を続ける方がよい」という考え方が増加の傾向にある。（Ｈ12 年 26.9%、Ｈ16 年 28.5%、Ｈ20 年 26.5%、

今回調査 33.6%） 

 

（2）女性の働きやすさについて  

 

 女性の働きやすさについて質問したところ、「大変働きやすい」「ある程度働きやすい」と答えた人は

32.3%で、「働きやすいとは思わない」「あまり働きやすいとは思わない」と答えた人は、50.2%であっ

た。男女による大きな違いは無く、過去からの調査と比較して、「ある程度働きやすい」が増加傾向に

あるものの、大きな変化は見られない。 

 

 「働きやすいとは思わない」と答えた人に理

由を質問したところ、男女ともに「育児施設」

や「労働条件」、「働く場が限られている」とい

った働くための条件・環境に関することが上位

３項目を占めた。 

 

 また、「結婚・出産退職の慣行がある」、「昇

進、教育訓練等に男女の差別的扱いがある」、「男は仕事、女は家庭という社会通念がある」、「家庭の理

解、協力が得にくい」を理由に選んだ人は 30~40%代となっている。 

 

性別による固定的役割分担意識の解消やワーク・ライフ・バランスの理解が進んでいないことも、女

性が働きやすくない要因となっていると考えられる。 

 

 

 

【問６】女性が職業を持つことについて（抜粋） （％）

区　分

子どもができたら職
業をやめ、大きく

なったら再び職業を
もつ方がよい

子どもができても、
ずっと職業を続ける

方がよい

子どもができるまで
は、職業をもつ方が

よい

結婚するまでは、職
業をもつ方がよい

女性は職業をもたな
い方がよい

全体 41.0 33.6 6.2 3.5 0.3

　男性 43.4 34.6 5.1 3.3 0.6

　女性 39.1 33.0 7.1 3.7 0.0

区　分 全体 　男性 　女性
育児施設が十分整備されていない

75.3 84.4 67.8
労働条件が整っていない

73.2 71.9 74.1
働く場が限られている

67.0 69.5 65.4
結婚・出産退職の慣行がある

43.2 46.7 40.0
昇進、教育訓練等に男女の差別的扱いがある

39.4 47.9 32.2
「男は仕事、女は家庭」という社会通念がある

36.2 36.5 35.6
家庭の理解、協力が得にくい

31.6 27.5 35.1
能力発揮の場が少ない

27.3 32.3 23.4

【問７－２】女性が働きやすくない状況と思う理由（抜粋）複数選択　　（％）



４．男女の人権について  

（1）DV、セクハラの被害経験等について（複数回答） 

 

 今回から新たにＤＶやセクハラにつ

いての被害経験の有無や、ＤＶ被害者の

相談先等について質問した。 

 

女性のＤＶ被害は 9.5%、セクハラ被

害は 13.4%となっている。男性のＤＶ被

害も 2.7%となっているが、ＤＶ・セク

ハラともに被害の割合は女性に偏っている。 

 

 ＤＶ被害を受けた経験のある人に、相談先について質問したところ、家族・親族 45.8%、友人・知人

37.5%、警察や医師、弁護士、市の女性相談等が続いている。 

 

市の女性相談件数や相談に占める「ＤＶに関する相談」の割合は、毎年増加している。(H25 年度相談

件数 417 件、ＤＶに関する相談の占める割合 54.2% 前年比 5.6 ポイント増) 

一方で、ＤＶ被害を受けても「誰にも相談をしなかった」と回答した人が 35.4%あった。一人で苦しみ

続ける DV被害者が潜在していると考えられる。 

 

５．男女共同参画について 

（1）各分野での男女の地位の平等感について 

 

 男女共同参画の進み具合の目安とし

て、各分野での男女の地位の平等感に

ついて質問した。 

 

前回調査と比較すると、全ての分野に

おいて「平等」と回答のあった割合が

増加している。特に「家庭生活」が 10.0

ポイント、「職場」が 4.5 ポイントと、身近な場での男女の地位の平等感が広がっている。 

 

しかし、学校教育の場では半数以上の人が平等になっていると感じているものの、「社会通念・慣習な

ど」、「政治の場」さらに「社会全体」でも平等感はまだまだ低いと感じており、男女平等な社会に向かい

つつも、その速度はまだ緩やかである。 

 

 

※ この調査結果は、プランの中間点検や今後の事業推進の資料として活用を図っていきます。 

【問９、１０】ＤＶ，セクハラについての経験等 （％）

全体 　男性 　女性 全体 　男性 　女性
自分が直接被害を受けた経験がある

6.5 2.7 9.5 7.8 0.9 13.4
相談を受けたことがある

10.9 9.6 11.7 7.7 7.5 7.6
相談を受けたことはないが、当事者を
知っている 17.6 17.5 17.6 10.9 10.8 10.8
テレビや新聞などで話題になっているこ
とは知っている 82.8 82.5 82.9 81.2 81.3 80.9
見聞きしたことはない

12.4 14.5 10.8 13.5 15.1 12.2

ＤＶ セクハラ
区　分

前回調査 増減

男性優遇 女性優遇 平等 平等 平等

社会通念・慣習など 73.0 3.1 12.1 9.9 2.2

社会全体 70.8 3.4 13.5 11.6 1.9

政治の場 68.1 1.2 15.2 14.5 0.7

職場 66.8 5.6 16.7 12.2 4.5

家庭生活 50.0 9.4 33.8 23.8 10.0

法律・制度 42.7 7.6 30.3 30.1 0.2

学校教育の場 16.7 4.5 57.9 55.3 2.6

今回調査
【問13】各分野での男女の地位の平等感　　　　　　　　　　　（％、ﾎﾟｲﾝﾄ）

「男性優遇」～「男性が非常に優遇」、「どちらかと言えば男性」の計

「女性優遇」～「女性が非常に優遇」、「どちらかと言えば女性」の計


